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はじめに
　近年，流通を取り巻く環境は急速に変化している。それらは情報通信技術の発展，少子高齢化社会
の進行，消費者行動の変化，規制緩和，流通のグローバル化などである。こうした環境変化に対し
て，商店街の低迷，百貨店，GMSなどの既存の営業形態を展開する小売業者の低迷が見られる。
　他方，独自性を発揮して特定市場を対象とする専門店の台頭1，ニュー・メディアを利用したダイ
レクト・マーケティソグの出現や情報化投資を積極的に行うカテゴリー・キラーを展開する小売業者
などの出現，隆盛が目覚しい2。
　このようにダイナミックな環境の変化は，小売業者に脅威を生み出すと同時に，成長への事業機会
を生み出している。今後，競争が激化する中では，既存の企業であれ，新規の企業であれ，規模の大
小は問わず，事業慣行の調整i・変革の必要性が生じてくると思われる。
　流通市場における競争の形態には，4つの形態があるといわれている3。それらは，同形態間競争，
異形態間競争，システム間競争，複合企業間競争である。
　同形態間競争は，同一の営業形態を展開する小売業者同士の競争であり，例えぽ，百貨店対百貨店
の競争を意味する。異形態間競争は，異なる営業形態の店舗間での競争である。例えぽ，百貨店と専
門店の間での競争である。異形態間競争は，小売業者が取扱商品ラインを拡大するというスクランブ
ルド・マーチャソダイジングによって引き起こされたものである4。そして，システム間競争とは，2
つの異なる小売業者間の競争ではなく，異なる垂直的マーケティング・システム間の競争である。最
後の競争形態は，複合企業間競争（free－form　competition）と呼ばれるものである。近年，大規模小
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売業者は自らをして狭く構造化された単一の形態の組織から，他の営業形態を展開する小売事業，サ
ービス事業へと，広く構造化された多様な形態のコングロマリットへと組織を変換させていった5。
このような多角化した小売業者は，小売りコングロマーチャントとも呼ぼれ，流通機能と管理機能を
統合し，いくつかの小売業の様式を組み合わせた，中央所有された企業である6。そして，このよう
な複合企業間競争により，中小小売業者は影響を与えられる。わが国の大規模小売業者もアメリカの
小売業者の多角化に影響されながら，複合企業間競争を積極的に推進してきた。
　しかしながら，急速に変化する環境の影響によって，多角化した小売業者の中にはダウンサイジン
グの方向を取る傾向が見受けられる7。これらの小売業者は不採算店舗の閉鎖，また不採算事業，子
会社の売却，撤退，収穫を行いながら，事業の縮小を展開している。また，既存の小売戦略ミックス
の変更，店舗業務，仕入れ業務，間接部門の効率化を図っている。こうして，小売業者は収益性の悪
化した領域から撤退することで，分散化されていた経営資源を自ら得意とする事業分野に選択・集中
することにより，生存基盤を確立していこうとする戦略を展開していく傾向にある。
　このような現象は，オルダースン（W．Alderson）の提唱したコアーフリンジ概念として説明でき
るだろう8。コアーフリンジ概念は，小売業者の多角化を説明するものとして用いられている9。企業
が自社の市場適所，すなわちコアを獲得するとその適所は当該企業にとって，自己の得意な領域にな
る。コアを獲得すると，その地位を拡張するような進攻，すなわち多角化について考え始める。仮に
企業がその事業を多角化すること（フリンジ）に失敗した場合には，企業の再編成や新しい戦略を開
発する間，市場適所に撤退することができる。コア部分は個別的有機体または集団のオペレーション
に最も完全に適した環境の部分である。競争相手も不利益を背負ってオペレーションすることなしに
はコア部分には侵入できないため，コア部分はしぽしぼ攻撃から相対的に免れうるのである。つま
り，企業が競争相手の攻撃を受ける時，その適所はある程度の保護を受けると仮定される。フリンジ
部分は個人や集団がその差別的有利性を失い，対等な条件で競争しなければならない地点から，それ
以上，拡張しようとすると不利益を被る外側の限界点にまで広がる。
　したがって，コアとは当該企業の主要で，得意な事業領域であり，フリンジとは事業拡大を目指し
て進出しようとする新規事業領域である。企業業績が思わしくない場合は，コアを選択し，経営資源
を集中して，事業拡大への準備をする。一方，事業拡大の場合には，コアからそれに関連する分野で
あるフリンジへと進出する。そして他企業との競争が激しく，成功が困難な場合には別のフリンジへ
と事業を転換するのである。コアーフリンジ概念によって示唆されることは，企業は環境の変化に応
じて，事業領域を拡張し，また縮小することで企業ドメインを変更していくことである。
　しかしながら，市場適所たる立脚地を獲得すると拡張への性向を持つ小売業者が存在するのはなぜ
であろうか。つまり，特定の市場セグメントに適合するように専門化し，ニッチ企業として自らの企
業ドメインを狭く限定して繁栄している小売業者が存在する一方で，単一事業を拡大し，多角化へと
拡張を志向する小売業者が存在するのはなぜだろうか。また，劣勢に立った場合に，事業の縮小はど
のような枠組みの下で行われているのであろうか。
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　これまで，小売業における戦略研究は小売戦略ミックスを中心にしたものであった10。現在の小売
業者は事業を多角的に展開している場合も見受けられる。しかし，多角化した製造業者の研究蓄積は
豊富にあるけれども11，多角化した小売業者に関しては相対的に少ないようにも思える。本研究の目
的は，単一事業を遂行する小売業者を前提に，その成長戦略と整理・統合戦略を検討するところにあ
る。そして，これまで検討されてきた小売戦略ミックスとの関連性を捉えるものである。第1章で
は成長戦略が検討される。第2章では整理・統合戦略を検討し，そして第3章では，多角化した小
売業者の戦略のレベルについて議論される。
　尚，本稿で用いられる小売営業形態の概念は，①店舗における営業形態，②分散的結合形態③集
中的結合形態の3つである12。①は小売経営技術，小売経営原則の組み合わせをベースに小売戦略ミ
ックスを明確化したものである。②はチェーソ・ストア，フラソチャイズ・システム，ボラソタリー
・チェーンのように地理的に分散した小売業者が結合する形態である。③は商店街，ショッピソグ・
セソター，共同百貨店といった地理的に結合した形態を指す。
1．成長戦略の検討
1．1成長戦略の要因
　成長戦略とは，目標と予測売上高のプランニング・ギャップを埋めるために独自の成長機会を探求
し，評価・選択するための経営戦略である。コアーブリソジの概念からも考えられるように，成長戦
略とはコアの部分を拡張して，そしてフリンジの部分へ新規参入していくことである。しかし，特定
の市場に専門化した小売業者が存在するのに対して，なぜ単一事業を拡大化し，多角化する小売業者
も存在するのであろうか。これまでの研究から小売業者の多角化に様々な根拠が挙げられている。そ
れらは，外部要因と内部要因に分類できる13。まず，外部要因から検討しよう。
・小売営業形態のライフサイクル14
　仮に小売営業形態のライフサイクルが存在するとしよう。当該小売業者は展開する営業形態が成熟
期に達したならぽ，収益性の低下が避けられない。そのため，営業形態のリニューアルや，新市場へ
の進出，新たな営業形態の開発，買収に向かわざるを得ないだろう。さらに，小売営業形態のライフ
サイクルが短縮化しているとするのであれぽ，多角化した小売業者，すなわち複合小売企業の出現は
こうした状況に対処するための戦略的な手段になると考えられる。したがって，単一の小売事業分野
への投資に依存するよりもむしろ，さまざまな小売営業形態やサービス事業などを含む複合的事業に
投資範囲を拡張することによって危険を回避することが合理的な選択肢として浮上するといえよう。
それゆえ，小売業者はライフサイクルの異なるいくつかの営業形態を事業展開することで，危険を分
散するポートフォリオ管理を行う必要性がある15。
・売り手の集中度
　売り手は購買力，広告などで規模の優位を追求するために規模を増大しようとする16。しかし集中
度が高まる中で，成長するには他社の犠牲を強いることになる。集中度が高まると相互依存関係が高
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くなり，競争的報復を受けやすくなる。そのため他の分野への拡張が有利になると考えられる。
・市場細分化への対応17
　これは，直接的な販売対象者である消費者欲求に注目するものである。多角化した小売業者は複数
の市場セグメントに対応した異業種店舗のオペレーションを実施している。今日の複雑な顧客は多く
の違った買い方をしたいと考えている。小売業者としては異なる顧客には異なる方式で，そして同一
の顧客であってもその顧客のその折のムードと問題に応じて異なった対応をするのが望ましいといえ
る。したがって，市場細分化への論理的対応とは，消費者の全ての欲求を1つの営業形態で満足さ
せることは困難であることから生じるものである。消費者の様々な欲求に答えるために多角化を通じ
て対応していくことが重要な動機となるだろう。つまり，既存の小売営業形態ではカパーできない市
場部分が生じ，その真空地帯を埋めるために新しい小売営業形態が登場するという考え方を前提にす
るものである。
・環境への対応
　これは，法律的環境，競争環境，人口統計学的環境といったマーケティング環境の変化に小売業者
が創造的に適応することである。例えぽ，農村住民の生活の孤立化，全国郵便の開設，鉄道網の整備
といったマーケティング環境の変化を捉えて，シアーズ・ローバックは通信販売というビジネスを起
して成長を遂げた。しかし，都市化，自動車の普及により通信販売市場が減少することを見越して，
ウッド将軍の統率の下，都市部の小売店事業に新規参入することで成長の方向を見出していった。つ
まり新しい戦略が登場するのは，人口，所得および技術の変化に対応して，既存のまたは増加しつつ
ある経営資源を有効に活用しようとする機会と要請が生じたからということである18。
・ギャップ分析
　ここからは内部分析の検討である。ニーとウォルターズ（D．Knee　and　D．　Walters）によれば，
成長ベクトルでは，目標と予想売上高の間にブラソニング・ギャップが存在して，そのギャップを埋
めるには拡大化では困難である場合に，多角化が行われるのである19。
　上述の論拠から小売業者の事業の拡大化，多角化といった成長戦略が採られるように思われる。し
かしながら，同一の営業形態を展開していても，ある小売業者は多店舗展開して拡大化を志向するけ
れども，特定の商圏のみを対象にする小売業者も存在する。その一方で，自らが展開する事業とは別
の営業形態の事業を異なる市場に展開する小売業者もいる。しかし，自分が十分に知らないことを，
十分に知らない場所で，十分に知らない顧客に事業を行うことは，非常に危険が高まるのではないだ
ろうか。このように企業の行動は多様であるように思われる。確かに，各々の小売業者が置かれる外
部・内部の環境が異なれぽ，採る戦略の選択肢が異なることも考えられる。しかし，既述のシアーズ
社の例からも考えられるように，競争相手のモンゴメリー・ワード社はシアーズの店舗事業が成功す
るまで，参入を本格的には控えていた。したがって，成長戦略に関する意思決定に深く関与するのは
経営者ではないだろうか。つまり，経営者の環境の見方，態度，捉え方がその企業の方向性を導く重
要な要因の1つであると思われる。ダビットソンら（W．R．　Davidson　et　a1．）は次のように述べてい
一86一
る20。「複合小売企業の持つ独特の性質は，その伝統的なオペレーションの様式と地方市場から離れ
て新しい営業形態，新しい地理的なロケーション，垂直的なマーケティング上の結びつきでの新しい
形態へと積極的に動こうとする意向である。」と。熟知した伝統的なオペレーションや既存の市場を
離脱して，当該企業にとっては未知の新たな方向に進んでいく拡張という行為は企業の革新行動の類
型として捉えてもよいであろう。しかし，ダビッドソンらが指摘する“意向”とは何であろうか。そ
こで，次に企業の拡張を検討するために，企業経営における企業家の機能を検討したといわれるペン
ローズ（E．T．　Penrose）の企業成長論を検討してみよう21。
1．2　ペンローズの企業成長論
　ペンローズは，金融企業を除く工業企業を企業成長の分析対象にしている。企業成長は単なる量的
増大と，質的成長を伴った規模の増大という2つの意味を持つ22。ペンローズは後者を重視する。
　企業成長に関する議論は，規模の限界または適正規模の存在を主張する経済学と，企業を生物の成
長過程と見なす生物学的アプローチがある23。前者の経済学的アプローチについては，均衡産出量を
どこかで確定しておくという点で，企業規模には限界があり，そして企業が特定の製品に縛り付けら
れている想定がある。ペンローズは，この想定を自由に製品の種類を変えて，成長している企業の姿
を描いていないとして退ける。後者に対しては，生物学的類推を基礎としながら，人間の何事かをな
そうとする動機が介入する余地を重視する。つまり，企業の成長は人間の意志に基づくものであり，
適正規模は存在せずに拡張していくことを主張するのである。そして，経営者の役割を重視してい
る。ペンローズは，企業行動を規定するのは長期の利潤動機であると主張する24。つまり，企業活動
の成果としての利潤を再投資することで，企業の成長は図られるのである。企業の生産活動を規定す
るものは生産的機会と呼ぼれる。したがって，この生産的機会を見出すことが企業成長を促進するポ
イソトとなる。
　ペンローズは，企業を管理組織体として捉えると同時に，企業を人的資源と物的資源からなる生産
資源の集合体と捉える25。しかし，ペソローズが重視することは，生産過程に投入されるのは生産資
源というよりもむしろ，それが提供する生産的用役である。ペソローズは経営者の生産的用役に関し
て企業家用役と管理者用役を提示している26。企業家用役は，想像力や洞察力に基づいて従来の方法
を根本的に変更する企業家的融通性，資金調達能力，企業の収益性の高揚と，成長のために生産や販
売における本来の企業活動の改善や拡張を行うという企業家的野心，企業家的判断能力である。企業
家用役は，機能的な意味で用いられている。一方，管理者用役は企業者的発想や提案を実行し，既存
の活動を監督する機能である。したがって，実際の企業経営では，企業家用役と管理者用役の提供者
は同一の人物であることが多いと考えられうる27。
　一般に，企業規模の制約に関しては，市場の限界，経営の限界，不確実性に関する限界が考えられ
る。まず，市場の限界に対してペンローズは，企業にとって市場の需要は客観的なものではないと主
張する。つまり，市場は高度に主観的なものであり，それは企業者の心に映るイメージであるとい
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う28。それゆえ，企業家の洞察力次第で環境条件が変わり，生産的機会が見出されるのである。
　次に，伝統的な経済学は経営陣を固定的な要素として見なしている29。しかし，企業の経営者は，
協働を通じて共通の経験を有する経営者チームを構成している。協働の経験と学習を通じて，新たな
知識と経験という資源が獲得され，経営的制約は可変的なものになる30。知識は，教育，読書を通じ
た客観的知識の習得と，個人的経験による学習から獲得できる。経験は獲得された知識の変化と，知
識を使用する能力の変化を生じさせる。企業の資源の中で，人的資源はそれぞれ異質なものである。
そして，それは時間，環境によって変化をしていく。この人的資源の用役と物的資源の用役が相互に
作用して，企業独自の生産的機会を創出することになる。つまり，企業は個々に独自の生産的機会を
有していくのである31。この知識と経験は未利用の資源として蓄積されていく。
　しかし，経営者チームとしての協働の経験によって，外部から新たに雇用された経営者では直ちに
その企業に有益な貢献はできない。つまり，企業が新たに経営者を雇用しても，企業特定的な協働の
経験と学習を行っていないために，拡張の速度には制約が加わってしまう。また企業の成長は拡張計
画に基づいている。企業が保有する経営者の総生産的用役から現状の維持・運営のために必要な用役
を差し引いたものが，企業の拡張計画に利用できる企業家用役である32。ペンローズは，経営者の用
役の解放についても論述している33。経営者の用役は拡張計画過程の開始によって，日常的業務に投
入されてしまう。しかし，拡張計画の完了に伴い，そこから解放されて次の新たな拡張計画の策定が
可能になる。このように，日常業務の拡張計画に縛られている経営者の用役が解放されることで，新
たな企業成長が促進されるのである。しかし，企業がその規模を拡大させるにつれて，これまで以上
に，経営者の用役の投入が高まることも考えられる。したがって，規模の拡大，経営者チームの養
成，経営者の用役の確保が企業の成長率に影響を及ぼすのである。
　そして，危険と不確実性に対しては，企業の拡張の量に影響を与えても，企業心（enterprise），
すなわち企業家精神と，経営資源で克服できることを主張している。
　企業内で完全に利用されていない遊休の生産資源は未使用の生産資源と呼ばれ，これが拡張の誘因
となる34。企業内部の未使用の生産資源を有効に使用することから発生し，拡張が完了する時に消滅
する経済性は，成長の経済と呼ばれる。未使用の生産資源は，資源の不可分性と資源を専門化するこ
とから生じる35。資源の不可分性とは，生産資源の集合が完全に利用されるならぽ，企業規模の水準
は，それぞれの資源の入手可能な単位から得られる最大生産量の最小公倍数に等しくなる。したがっ
て，完全利用しようとすれぽ，最小公倍数の原理が働くために操業規模は大きくならざるを得ない。
そのことは企業活動の多様性を要請させる。加えて，資源の専門化は，専門化した用役を十分に利用
することからの拡張を要請するのである。
　企業が最小公倍数の原理と専門化した用役を完全に利用することは困難であるといえよう。それに
加えて，学習・経験による新たな用役の創造と，拡張計画から解放される未使用の生産的用役が絶え
ず発生していることになる。したがって，企業は未利用の資源を利用するために，究極的には拡張の
誘因が絶え間なく存在していると，ペンローズは捉えるのである。このことはたとえ環境条件が不変
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であっても，積極的に需要に働きかけていくことが拡張のために必要なことを意味する36。
　企業の成長は外的与件によって受動的に決定されると考えられていたことに対して，ペンローズは
経営の能力によって決定されることを示唆する37。そして，競争圧力に打ち勝っていくためには，価
格競争を展開するというよりも，むしろ技術革新を通じた競争が必要である。そのためには，単一製
品で競争するというよりも，製品の動態性，すなわち多様な種類の製品を誘発することが重要になっ
てくる。ベンローズによれぽ，成長の一手段として多角化は見なされている。ペンローズは多角化の
根拠として，専門化された会社は技術や趣向が変化する環境では脆弱であり，多様な製品に生産を分
散するほうが資源を有利に利用できる点と，生産的機会の変わりやすい性質が新投資に適した新しい
機会を絶えず提供し，同時に新しい機会を有利に利用できる点を挙げている38。そして，既存の製品
一市場が利用できる生産的用役を十分に使用するほどの速度で成長しないことからも生じると指摘す
る。基盤となる技術領域と市場の関連性の観点で，ペンローズは多角化の3類型を挙げている39。
　①同一の生産的基盤を利用しながら新市場に新製品を供給する場合。
　②異なる技術領域に基盤をおく新製品による販売市場の拡大の場合。
　③異なる技術領域に基盤をおく新製品による新市場進出の場合。
　そして，吸収・合併に対しても企業家用役および管理者用役が重要であることを指摘する40。企業
家用役の交渉力・戦略的センスなどは，合併の段階で必要になる。管理者用役は，合併した企業の組
織化と運営に必要になるのである。つまり両方の用役が拡張には必要になるといえよう。
　企業内で組織された生産資源は，経営過程で恒常的に存在する不均衡や，資源の専門化によって常
に完全利用されず，むしろ不断に未利用の生産的用役が創出される。ペンローズは，企業内で生み出
される未利用の資源という不均衡を解消することで享受する成長の経済によって，企業は拡張への誘
因を有することを主張するのである。企業はその発生した独自の生産的用役を生産的機会に結合する
ことで対市場活動を遂行し，競争上の優位性を獲得する。これまでの議論をまとめてみよう。
・経営者の用役，特に生産的機会を見出す企業家用役の質量が企業成長に影響を与える。
・企業内の未利用の資源という不均衡を解消していく過程に，企業の成長機会を見出している。
・資源の異質性，学習，相互作用から獲得される生産的用役により，企業は独自性を有する。
・競争への手段として技術革新による製品の多様性を重要視している。
　ペンローズの理論では，成長企業は未利用の資源を有効活用することで拡張を図ろうとする。そし
て生産的機会を見出し，企業を導いていくのが企業家の機能である。それゆえ，企業が拡大化戦略，
多角化戦略を展開するためには，個々の生産的用役による独自性を細分化した市場にうまく適合させ
ていく必要がある。そのために，企業成長においてペンローズの影響を強く受けたといわれるアンゾ
フ（H．1．Ansoff）の製品一市場戦略のフレームワークを検討しよう41。
L3成長戦略のフレームワーク
　前節では，企業は，未利用の生産的用役を有効に利用することから生．Vる成長の経済を追求するこ
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とで成長を図っていくことが理解できた。ここでは成長戦略のフレームワークを検討する。
　ソ7エルとギルティナソ（W．F．　Schoen　and　J．　P．　Guiltinan）は，企業の製品と市場の関係から
導出される長期的な行動指針を組織戦略と呼んでいる42。組織戦略は成長戦略と整理・統合戦略を内
容とする。企業は事業を取り巻く内部・外部の環境評価，組織の使命そして長期・短期の諸目標か
ら，これらの戦略のいずれか，または両方を選択することとなる。
　前者の成長戦略は，成長を前提に製品と市場を既存のものか新しいものかによる組み合わされた方
向性を示すものである。この成長戦略のベースはアソゾフの企業戦略論である43。アソゾフは単一事
業の企業を前提に，企業家的意思決定，すなわち戦略的意思決定の問題を重視し，製品一市場の組み
合わせに焦点を当てている。そして部分的無知の下で，初めに大雑把な意思決定を行い，情報の増加
につれてそれを段階的に洗練させていくという適応的探求手法を用いている。アソゾフは戦略概念を
明確にするために，共通の関連性という観点から検討している。共通の関連性を決定する基準は，4
項目である駕①製品一市場範囲，②成長ベクトノレ，③競争上の利点，④シナジーである。①は探求
の範囲であり，②はその範囲の中での成長の方向を示している。また③は優れた競争上の諸機会の特
性を明らかにするものである。④は新規事業を成功するために必要な既存事業との相乗効果を意味す
る。これは，強みを持った，マーケティング上との関連，技術上との関連で企業が特定の市場分野の
活動を有利に展開できることを示す概念である。共通の関連性はペンローズのところでも議論されて
いるが，これによって戦略的な領域を確定し，企業の地位を確保して成長戦略を決定付けるのであ
る。企業の特定の製品一市場分野との関連で，その企業がプランニング・ギャップを埋めるために用
いる企業の成長の方向，参入を示したものが，②の成長ベクトルである45。これは企業の製品一市場
の方向性を提示している。すなわち，それらは①市場浸透，②製品開発，③市場開発，④多角化を内
容とする（図表1）。
図表1
　　　　　↓↓
既存製品 m囲［亟ヨ
製品開発
出典：WilHam　F．　Schoen　and　Joseph　P．　Guiltinan，ル勉伽勧8ノ‘oncepts　and　practi／㈱，　F迂th　ed．，　Allyn　and　Bacon，
　　1992．p．81．
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①市場浸透…市場浸透は既存市場で，既存製品のヨリ効果的なマーヶティソグを通じて成長を追
求する。広告予算の増大，低価格の設定，販売員の拡充は典型的行為である。
②製品開発…製品開発では，企業は同じ基本的な市場を対象にし続けるが，しかし提供する製品
のセットを変化させることを通じて行う。
③市場開発…市場開発は，基本的に既存製品で新しい市場での成長を発見しよう企図する戦略で
ある。この戦略はたいてい地理的拡張の形態をとる。
④多角化…多角化の戦略は新製品と新市場の両方を含んでいる。一般的に，既存市場では成長機
会はあまり多くなく，経済的，社会的，技術的要因によって既存市場で依存することが危険を被ると
ころでは，多角化戦略が追求される。また，たとえ既存市場に問題がなかったとしても，企業は様々
な欲求を効果的に満たすために既存の資源を使用する方法を見つけるだろう。
①から③までは拡大化戦略と呼ぽれ，基本的には同一事業内で行われるために共通の関連性が強い
といえよう。これに対して，アンゾフは，多角化戦略の場合には共通の関連性が相対的には強くない
ことを指摘しながら，多角化戦略を水平型多角化，垂直型多角化，集中型多角化，集成型多角化に分
類している46。次に小売業者の製品一市場戦略を考察しよう。
1．4小売り成長戦略のフレームワーク
　アンゾフの製品一市場ベクトルは単一事業の製造業者を前提に開発されたものである。ニーとウォ
ルターズはこれを小売業者に適用したモデルを提示している47（図表2）。ここでの製品の次元は製
品や品揃えだけにとどまらず，店舗における営業形態を含んでいる。つまり，小売製品パッケージと
は，消費者に提供する商品だけでなく，店舗の立地，規模，ストア・デザイン，レイアウト，および
雰囲気に関するフォーマットといったトレーディング・スタイルを意味している。これに対して，市
場の次元も顧客セグメント及び対象地域の拡大を含んでいる。
　アンゾフの市場浸透は，ニーとウォルターズの場合には基盤強化と生産性の改善が該当する。これ
は，製品管理の改善，価格調整，店舗の合理化を意味する。そして，既存の顧客を対象に，品揃えや
小売戦略ミックスの変更を通じたリポジショニングが行われる。
　成長戦略は，製品パッケージ主導もしくは顧客ベースに関連した領域での変化を意味する。この成
長戦略は基本的には既存の事業内で遂行される。つまり，関連領域への取扱製品の拡大，地理的営業
領域の拡大である。したがって，顧客ベースで拡大した場合は，チェーソストア・オペレーショソが
導入される必要性が生じるであろう。
　多角化戦略は，製品パッケージ指導型のものと市場指導型のものがある。多角化戦略は成長戦略と
異なり，既存の事業活動から離脱して，新たな事業活動を展開することを意味する。前者は小売製品
パッケージ主導型多角化と呼ぼれ，後者は市場主導型多角化として呼ぼれている。そして，両方をあ
わせた総体としての小売多角化が最もリスクを有する。したがって，既存，関連，新規と事業が拡張
するにつれて，リスクの程度は大きくなっていく。
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図表2
　　　顧客ベースの市場セグメント
既　存　　　　　関　連　　　　　新　規
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・矢印はリスクの程度を示している。
出典：デレック・ニー／ディビッド・ウォルターズ著，小西滋人他訳r戦略小売経営』同文舘，平成元年，62頁。
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　このモデルには，いくつかの特徴が見受けられる48。アンゾフの場合は単一事業を前提にしている
が，ニーとウォルターズの場合は単一製品のオペレーションを行う小売業者を前提にしている。そし
て，アンゾフの製品一市場ベクトルは製品と市場の2次元から構成されているが，それに対してニ
ーとウォルターズの場合は，小売製品パッケージと顧客ベースの市場セグメントから構成されてい
る。製品一市場ベクトルの各々は，既存と新規の2つの区分から組み合わせが存在するのに対して，
ニー ﾆウォルターズのそれは小売製品パッケージ，顧客ベースの市場セグメントともに既存，関連，
新規の3つの区分になっている。また，アンゾフの多角化が新製品と新市場の組み合わせを対象と
しているのに対して，ニーとウォルターズの多角化は，小売製品パッケージと市場セグメントともに
新規の組み合わせを指すだけでなく，新規の小売製品パッケージと新規の市場セグメソトも多角化の
範疇に含まれている。ニーとウォルターズのモデルは，主として，小売事業の拡大化，多角化するモ
デルとして説明するものである。
　これまでは成長戦略としての製品一市場マトリックスをベースに議論を続けてきた。その一方で，
小売業者が多角化する場合，特にサービス事業に進出する際には，範囲の経済が働くことが指摘され
ている。範囲の経済とは，複数の製品を1つの企業が同時に生産するほうが，それぞれ異なる企業
が単独で生産するよりもヨリ低いコストですむことをいう49。範囲の経済性の発生源は，複数の分野
にコストなしで転用可能な共通生産要素の存在である。向山雅夫教授によれぽ，小売業における店舗
こそ共通の生産要素であるという50。この共通生産要素としての店舗を多重利用して展開するのであ
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る。つまり，店舗に来店する顧客の多様な欲求を満たすために，ワソストップ・ショッピングの購買
慣習に対応するからである。したがって，店舗の中にイン・ショップ方式で新たに出店することが考
えられる。この範囲の経済性を利用する多角化戦略は，集中的結合形態としての計画的開発手法が展
開されるように思われる。ペソローズ流の考えからは店舗空間という資源を有効利用していると捉え
られる。このように，成長ベクトル，店舗における範囲の経済性をベースにして多角化が遂行される
わけである。
　また，多角化のモードは，吸収・合併と内部開発による場合がある51。合併は，2つもしくはそれ
以上の以前には独立した企業が1つに結合するものであり，吸収は，ある会社が別の会社もしくは
そのオペレーションの一部を吸収する際に生じる。内部開発は，フランチャイジング，ライセンス契
約，新しい契約のような形態をとるか，戦略的革新の結果といての新しい企業の形成に通じる。合併
には水平的合併，垂直的合併，コングロマリット的合併の形態がある。吸収・合併は内部開発に対し
てスピード，コストの点で優位性を持ち，そして経営陣の権力，地位を高める場合に，選択されると
いわれている52。したがって，企業家的野心の強い経営者は吸収・合併を選好する傾向があると考え
られる。
　そして，多角化のパターソには補完的多角化と，コソグロマリット的多角化に分類できる53。補完
的多角化とは，事業部が新しい市場に拡張するか，密接に関連した市場に拡張する多角化である，コ
ソグロマリット的多角化とは，多角化戦略の諸要素は共通の関連性を欠くものであり，この状況で経
営者の戦略を導く主要な基準は，確立された収益の基準に適合するような点での成長である。アーカ
ー（D．A．　Aaker）によれぽ，多角化のパターンは，関連的多角化，非関連的多角化に分類すること
ができるSC。関連的多角化は事業間の共通の関連性が相対的に強く，非関連的多角化は希薄である。
前者は補完的多角化に，後者はコソグPマリット的多角化に各々，該当するといえよう。したがっ
て，共通の関連性，とりわけシナジー効果に関していえぽ，関連的多角化は相対的に強いといえるで
あろう。それに対して，後者の非関連的多角化，すなわちコソグロマリット的多角化では，資金的な
共通性を除いて，共通の関連性は希薄もしくは存在しないといえよう。それ故，シナジー効果を有効
に利用する関連的多角化の方が，相対的に未利用の資源を有効に使用できるだろう。
　また，垂直的多角化には前方統合と後方統合がある55。これを小売りの成長戦略として捉えた場
合，ここでの前方統合は，製造業者や卸売業者が小売業者を垂直統合することになるだろう。後方統
合は，小売業者が卸売業者，製造業者を垂直統合することである。特に，プライベート・ブラソド商
品の開発競争が活発化すれぽ，後方統合への誘因は高まるように思える。
1．整理・統合戦略の検討
　コアープリソジの概念で考えれぽ，ここまではコアの部分を強化してブリソジの部分へと拡張する
過程を議論してきた。ここからは逆に，フリンジの部分からコアの部分へ縮小する過程を検討しよ
う。まず，拡張を志向する小売業者，とりわけ複合小売企業の問題点を検討し，そこから整理・統合
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戦略のフレームワークにしたがって議論していこう。
2．1複合小売企業の問題点
　多角化した小売業者，すなわち複合小売企業は，基本的にその事業部ごとに標的市場に対して戦略
展開することになる。様々な分野に事業展開することによって，多角化した小売業者には，組織構造
の開発と維持における変則的で考慮すべき以下の問題が引き起こされるのである。パーマンとエパン
ズ（B．Berman　and　J，　R．　Evans）は，問題点を5つ挙げている56。
　①事業間の統制が必要になる。諸手続きを運営することと，明確な目標は諸事業間に伝達されな
けれぽならない。
　②事業間の競争が調整されなけれぽならない。例えぽ，当該企業の百貨店とディスカウント・ス
トアは同じブランドを扱うべきかといった問題である。
　③事業間に資源配分をめぐる問題が生じる。
　④例えぽ，百貨店やディスカウント・ストアのように多様な営業形態を展開するために，潜在的
なイメージと広告のコソフリクトが回避されなけれぽならない。
　⑤管理能力がかなり異なるオペレーショソにまで適用されなけれぽならない。したがって，多角
化小売業はたいてい非常に複雑な組織構造を持つ。
　また，ハートレー（R．F．　Hartley）によれぽ，急速に拡大，成長した小売業者には，企業の経営
管理が追いついていけない点を指摘している57。これは，ゆっくりと，慎重な計画の下に成長すべき
であることを示すものである。そのためには，事業の拡張に応じて，経営目的，政策，経営管理，財
務統制について十分に確立しておかなけれぽならない。特に，権限のラインと業績の測定がきちんと
規定される必要がある。加えて，人材の育成・教育という組織努力のスピードをしのいで企業の規摸
を拡大してはならないこと，立地調査分析を十分に行うこと，マーチャンダイジングに対して十分に
考慮を払うことを指摘している。このように，ハートレーは，統制された成長が必要であることを主
張している。これらのことをペンP一ズ流に捉えれぽ，急速な拡張に見合う調整・運営のための用役
の確保が必要になると考えられるのである。
　これらの問題点をまとめれぽ，多様な営業形態を展開する複数の事業部が存在するために，コミュ
ニケーション上の問題や，事業部間の競争の調整，企業イメージの問題，事業部への権限委譲，経営
者の能力の問題，そして管理者の育成といった問題が挙げられるだろう。複雑な組織構造において生
じる問題のために，経営者の目が行き届かなくなり，意思決定のスピードが遅くなることで，市場の
変化への適応が遅れることが考えられるかもしれない。こうした問題点が生じた場合には，多角化し
た小売業者，特にコングロマリット化した小売業者は急速に変化する市場環境への適応を難しくさせ
ていったと考えられよう。このような環境との不適応が生じた場合には，それは企業の成長目標とコ
ンフリクトを生じる可能性がある。そこで次節では，整理・統合戦略を検討する。
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2．2整理・統合戦略のフレームワーク
　第1章で検討した成長戦略は企業の拡張を示すものである。これに対して，企業の事業範囲を見
直し，整理，縮小して統合していくのが整理・統合戦略である。急速な環境変化に適応することが難
しくなるにつれて，コンフリクトが成長目標と他の目標の間に生じることがありうる。それゆえ，企
業は整理・統合戦略に向かう可能性が生じる。市場と製品を除去するか，維持するかによって，整理
・統合戦略には4つの方向性がある58。それらは，①収穫，②製品縮小，③市場縮小，④撤退である
（図表3）。
図表3
…持 市場縮小
製品放棄 製品縮小
出典：Wmiam　F．　Schoell　and　Joseph　P．　GUiltinan，　Marheting　conαepts　and　pta‘tices，　Fifth　ed．，　AUyn　and　Bacon，
　　1992。p．83。
　①収穫…製品や事業が企業の使命によく適合しているが，しかし成長への機会がほとんどない場
合に，企業は収穫戦略を選択するだろう。収穫は本質的に市場浸透の逆である。それは製品ないし事
業を支援するべき企業の資源の割合を徐々に減少することである。しかしながら，製品ないし事業は
それが収益のある限り，維持する。
　②製品縮小…製品ミックスの部分が削除される場合，製品縮小の戦略は採用される。製品縮小は
製品開発の逆である。それは同一の市場を対象に続けることを企図するが，しかしその市場のすべて
のセグメントではない。
　③市場縮小…市場開発の逆が市場縮小である。それは，組織は同様の製品ラインを提供すること
を続けるが，しかし最も強力なコア市場へと退却する戦略である。
　④撤退…事業または製品ラインを別の会社に売却することが撤退である。撤退戦略は多角化戦略
の逆である。通常，それは企業の使命と能力，そして製品を成功させる必要条件との間に弱い適合し
か存在しないことを企業が認識するために生じる。
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　これらの4つの戦略は製造業者をベースに開発されたものである。マッソンとメイヤー（J，B．
Mason　and　M．　L．　Mayer）は，小売業者の整理・統合戦略を示している59。それらは，収穫戦略，縮
小，放棄および清算である。収穫戦略は，短期においてキャッシュ・フローを維持しながら，事業部
の投資を削減しようと経営者が決定する場合に生じる。収穫戦略は将来性のある別の事業部に，資源
を再配分しようとするものである。その決定はキャッシパフローを改善するためにコストの削減を
実施する。売上は落ちるかもしれないが，しかしヨリ低いコストを通じて低い収益と相殺させるので
ある。収穫戦略の考え方は，需要の核心的な水準にまで売上を削減することである。需要がこの水準
まで落ちた場合，その事業部は放棄か，清算への候補となる。
　これに対して，縮小とは，企業が選択的に，特定の地理的領域から撤退し，また店舗のいくつかを
閉鎖する戦略である。縮小は，経営者に戦略的方向性を再評価させるための時間を与える典型的な短
期の防御戦略である。選択された撤退は内部の経済性を伴う。これは戦略事業単位内での収益性を改
善させるような努力であり，営業費を削減したり，利益マージンを増大させたりすることである。コ
ストを引き締めた段階は従業員の解雇，確立された計画の延期，旧式で収益の低い店舗の閉鎖，在庫
の削減，新人の不採用を含むかもしれない。したがって，製品を店舗と置き換えるのであれぽ，この
縮小は，既述の整理・統合戦略における製品縮小・市場縮小を含むものといえる。この収穫戦略，縮
小を採用しても目標を達成できない場合は，放棄，清算を実施することになる。
　放棄は，うまく計画されて，執行されている合併でさえも，問題が生じた場合，経営者は事業部を
売却，閉鎖し，そしてヨリ見込みのある活動へ資源を集中するという決定である。企業の事業ポート
フォリオに適合しない1事業部は別の企業へと完全に追加される。また清算は，事業もしくは事業
部を閉鎖して，その資産を売却することを意味する。これは企業が破産した場合などに生じる。
　このようにして事業部，店舗などの整理・統合戦略を行いながら，コア事業へと撤退するわけであ
る。しかし既述の議論に加えて，マーケティング戦略の変更も考えられよう。つまり，これまでの標
的顧客を絞込むことによって，効率的なマーケティソグ戦略を展開することが必要になるだろう。例
えぽ，地域に密着するような商品の品揃えをするために，店舗に仕入れ権限をこれまで以上に付与す
ることが考えられる。そうした場合，集権化されたチェーンストア・オペレーションの変革が考えら
れよう。またコスト削減のために他社との戦略的提携も選択肢として考えられよう。
皿．戦略の階層性
2．1小売業における新規事業開発
　これまで，コアーフリンジ概念を用いて，成長戦略と整理・統合戦略を検討してきた。ここまでの
議論から考えられることは，自社が不利な状況に陥った場合には，整理・統合戦略を通じて，コアの
部分に退却して態勢を立て直すわけである。なぜならぽ，コアの部分は，自社の熟知した事業であ
り，最大限に効率を発揮することができるところだからである。しかし，このことを逆説的に考えれ
ぽ，コアの部分を売却し，放棄することは，仮に自社が不利な状況に陥った場合には，逃げ込める安
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住の地を失うことになるだろう。
　しかしながら，整理・統合戦略のみに重点をおくことも危険を有するように思われるのである。仮
に，多角化するほどの小売業者が環境に十分に適応できない状況に陥ったとした場合，リストラクチ
ャリソグによる雇用問題，従業員のモチベーショソ低下の可能性，店舗撤退による地域商店街地域
社会，消費者への影響，金融機関，取引業者への影響など，多様な問題を引き起こす可能性がありう
ると考えられなくもない。したがって，既存の小売業者であれ，新規の小売業者であれ，規模の大小
は問わず，革新の遂行によって自らの生存能力を高めていく必要性が生じるのである。
　しかし，成長は企業に何をもたらすのであろうか。アーカーは，ほとんどの企業の目的は成長する
ことであると指摘する。成長によって挑戦や報酬が与えられて組織が活性化する。競争相手によって
常に攻撃を仕掛けられるとか，攻撃されやすい領域で衰退を経験するといった理由で，成長のないシ
ナリオができあがる場合はあるが，それでは生存することさえ困難になる。補填する成長領域を持た
ない場合には，組織は衰退するであろう。したがって，成長目的は健全であるだけでなく，必要でも
あるという60。つまり，企業の生存には，成長は必要条件であると考えられるのである。
　マッソンとメイヤーは，多角化戦略を遂行せずに，コア事業を拡張することに経営資源を集中する
成長戦略を，集中と呼んでいる61。集中は戦略的成長代替案であり，長期の成功への鍵として主要な
コア事業に資源の全てをあてることを経営者が決定した際に生じる戦略である。それらは，①新しい
製品またはサービスを追加すること，②既存顧客によって製品，サービスの増大する使用を促進させ
ること，③その製品，サービスへの非使用者を引き寄せること，④既存市場にかなりの浸透を達成す
ること，⑤新しい国内市場へ拡張すること，⑥海外市場へ拡張すること，である。
　集中は，アソゾフが成長ベクトルで指摘した拡大化に該当するものである。これは，自らの強みを
持つコアとなる事業基盤を固めて拡張を志向し，共通の関連性を追求する戦略代替案といえる。
　小売業者は環境の変化に応じて，成長戦略と整理・統合戦略を通じて拡張と縮小を行っていく。し
たがって，競争が激化する中では，小売業者は新たな生存基盤を確保するためには静止してはいられ
ないのである。つまり，小売業者はその姿を刻一刻と変革して，環境への創造的適応を図ろうとする
のである。そして，その全社的な事業の範囲，方向性を決定し，企業を活性化させることに大きな役
割を果たすのは，トップ・マネジメソトである。環境の変化が激しくなるにつれて，企業は変化をま
すます要請されるだろう。このことは既存の事業慣行に，量的変革だけでなく質的変革を要請するも
のである。したがって，どのような方向に企業の舵取りを行うかに関する戦略的意思決定の遂行，す
なわち革新への意志が今後，ますます重要性を帯びてくるであろう。今後，吸収・合併，戦略的提携
による方法も考えられるが，不採算部門を縮小しながら，小売業者として自らの強みを生かした新た
な成長を支える営業形態の開発も新規事業戦略の1つの方向性として考えられるだろう。徳永豊教
授によれぽ，新しい営業形態の開発に関して3つの視点を提示している62。
　①営業コンセプトとナペレーション技術の拡張と適用。
　②消費者のニーズと欲求の変化に視点をおいた評価。
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図表4
パターン コンセプトとオベレーシ㏍¥技術の拡張と適用
消費者のニーズ
ﾆ欲求の創造性 差別的有利性
新しい小売営業形
ﾔの開発可能性
1 可能性が高い 可能性が高い 顕著である 開発可能性が大
2 可能性が高い 可能性が高い 低い 開発可能性がある
3 可能性が高い 可能性が低い 低い 開発時期の延期
4 可能性が高い 可能性が低い 顕著である 開発時期の延期
5 可能性が低い 可能性が高い 顕著である 現状の改善
6 可能性が低い 可能性が高い 低い 現状の改善
7 可能性が低い 可能性が低い 顕著である 開発中止
8 可能性が低い 可能性が低い 低い 開発否定
出典：徳永豊稿「新しい小売営業形態とその開発」『企業診断』Vol．29　No．1，同友館，昭和57年1月，30頁。
　③競争構造の変化に基づく差別的有利性の視点からの評価。
これらの3つの視点を組み合わせると8つのパターンが提示される（図表4）。
　こうしたプロセスを通じて，環境の変化に応じて，拡張と縮小のバランスを図りながら，新たな成
長の方向を模索するのである。
3．2　小売戦略の階層性
　これまで，単一の営業形態を事業とした小売業者が，環境の変化に応じて全社的な事業の範囲を成
長戦略と整理・統合戦略を通じて変更していくプ・セスを検討してきた。しかし，事業部門の閉鎖と
商品の廃棄新規事業部の設立と店舗における業務は，異なる計画レベルにあるように思われる。そ
れゆえ，これまでの議論における戦略のフレームワークと，機能レベルにおける小売戦略ミックスの
フレームワークを結合する意味でも，計画レベルの観点から検討することは必要であろう。
　単一事業の企業には，企業戦略，機能別戦略，業務レベルの戦略という3つの階層が存在し，一
方，多角化した企業には，4つの階層があることが考えられる63。それらは，企業戦略，事業戦略，
機能別戦略，業務レベルの戦略である（図表5）。つまり，多角化して事業部制を採用することで，
事業戦略のレベルが付加されるのである。単一事業の企業の場合には，事業戦略は企業戦略と同一と
なり，3つの階層になるといえる。小売業の多角化では，地域別事業部制を採用している場合や，グ
ループ経営として分社化している場合が考えられるが，この戦略の階層性のモデルは，店舗における
営業形態を基準に1事業部を構成していることを前提としている。
　企業戦略は，トップ・マネジメントによって開発されるものである。その内容は，企業の使命の明
確化，達成するべき目標の明示，現行の事業の拡大・縮小への決定，新規事業の開発，合併，買収な
ど多角化に関する企業家的意思決定を行うものである。
　事業戦略は，企業戦略で確立された使命や目標を達成するにあたって，特定の市場における競争の
方法と，競争優位を発揮するための資源の使用に関わる問題を決定する。
　機能別戦略は人事，財務，マーケティングなどに関する決定に関わっている。したがって，マーケ
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図表5
企…
一略
　　　　X社
@　企業戦略計画
iマーケティング，財務，人材，設備）
通信販売
幕ﾆ部
百貨店
幕ﾆ部
GMS
幕ﾆ部
コンビニエンス
@ストア
@事業部
財務計画 マーケティ塔O計画 人材計画 設備計画
主要商品
Jテゴリー計画
各支店・営業所別
}ーケティング・プログラム
マーケティング・ミックス
v素に対する販売計画
出典：徳永豊他編著『例解　マーケティソグの管理と診断』1990年，15頁をベースに加筆・修正を行った。
ティソグ部門に焦点を当ててみれぽ，ここで小売戦略ミックスが計画・策定されるのである。機能別
戦略は，競争の方法に関する事業戦略レベルの決定を支持するようになされる。
　業務レベルの戦略は，機能別戦略を実行するために，個々の店舗レベルで日常行わなけれぽならな
い定型化された決定の実行である。それは，小売店舗における商品の陳列，受発注業務，値下げなど
である。つまり，このレベルは小売戦略ミックスの実施レベルであり，戦術レベルである。
むすびにかえて
　本稿は，コアーフリンジ概念に基づいて，小売業における成長戦略のフレームワーク及び整理・統
合戦略のフレームワークを検討した。そして，単一事業が多角化するにつれて，戦略の階層性が増加
することを指摘した。今後，競争環境が激化する中で，環境に創造的に適応するためには小売業者は
自らを変革させていく必要性があるだろう。
　しかしながら，本稿はいくつかの限界点を有している。まず，ペソローズ，アンゾフの議論は自社
の利用可能な経営資源を市場に展開させていくという，インサイド・アウト・アプローチを重視して
いる。したがって，アウトサイド・イン・アプローチも必要であろう。そして，多角化戦略と財務的
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成果との関連性が示されていない。加えて，成長戦略と整理・統合戦略に焦点を置いたために競争戦
略が十分に検討されていない。また，サービス事業への分析も不十分である。本稿は小売業の戦略研
究のスタートを切ったに過ぎない。こうした限界点を踏まえながら，今後の研究に研鐙していきたい。
〈注釈〉
’　Albe「t　D・B・tes・“Th・E・t・nd・d・Specialty・St・・e・A・Str・t・gi・OPP・・tunity・f・・th・1990・，・J・u・nal・。f・R，t。ili。g，
　　VoL　65　Number　3　Fall　1989，　pp．379～388．
　2小川智由稿「小売業の経営革新とロジスティクス」『文京女子大学経営論集』第6巻第1号，平成8年，149～
　　156頁。
3Willi・m　R・D・vid・・n・D・ni・1　J・Sween・y・nd　R・n・ld　W．　St・mp且，・R・t・ili・g・M・n・g・m，nt，　SiXth，diti。n，　J。h。
　Wiley＆Sons，　lnc，1988，　pp．24～25．
4　Rich・・d　M・　Alt・“C・mp・titi・・Am・ng・Typ…fR・t・ilers・in・S・11i・9・th・S・m・C・㎜・dity，・加㎜1σ撫
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